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平成 27 年５月 14 日 

各  位 

 

会 社 名  山 一 電 機 株 式 会 社 

                    代表者名  代表取締役社長 太田 佳孝 

        （コード番号 6941 東証第一部） 

                    問合せ先  総務部長   元川 博文 

（電話 03-3734-0171） 

   

 

「内部統制システム構築の基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方針」を一部改定

することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。主な改定箇所は下

線で示しております。 

 

記 

 

内部統制システム構築の基本方針 

 

１．当社および当社子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）の取締役お 

よび使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

(１)取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため、 

「山一電機グループ行動基準」を制定し、その運用と徹底を行う。 

(２)当社は、「コンプライアンス委員会」を設置し、当社グループのコンプライアンス体 

制の整備および維持・向上を推進する。 

(３)当社グループは、法令遵守上疑義のある行為について、取締役および使用人が通報 

を行うシステムとして、「内部通報制度」（コンプライアンス・ヘルプライン）を設 

置・運用する。 

(４)当社の代表取締役社長は、業務監査部を直轄する。業務監査部は、代表取締役社長 

  の指示に基づき当社グループの業務執行状況の内部監査を行う。 

(５)当社グループは、反社会的勢力との関係を一切遮断することを目的とし、反社会的 

勢力への対応を所轄する部署を総務部と定めるとともに、事案発生時の報告および 

対応に係る規程等の整備を行い、反社会的勢力には警察等関連機関とも連携し毅然 

と対応していく。 
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２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

(１)取締役の職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む。）その他の重要な情報を、「文 

書管理規程」および「情報セキュリティポリシー」に基づき、適切に保存しかつ管 

理する。 

 

３．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(１)当社グループは､ 企業活動の持続的発展を実現することを脅かすリスクに対処する 

ため、当社グループの事業内容や規模等に応じてリスク管理に関する規程を定め、 

グループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理する。 

(２)当社は、当社グループにおいて不測の事態が発生した場合「経営危機管理規程」に 

基づき、迅速・適切に対応する。 

 

４．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(１)当社は、取締役会および執行役員で構成する執行役員会を原則として毎月開催し、 

会社運営上の重要事項の決定の他、グループ全体の事業の状況把握と情報共有化を 

図る。 

(２)当社グループは、取締役会の決定に基づく職務の執行について、「組織規程」・「職務 

分掌規程」・「職務権限規程」において、それぞれの責任および執行手続きの詳細を 

定める。 

(３)当社グループは、経営の目標・方針ならびに各事業部門の目標・方針を設定し、グ 

ループ全体としてシステム的に活動を展開して、計画どおり経営計画を達成するた 

めの施策を実施する。 

 

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

(１)当社は、「関係会社管理規程」に基づき、当社子会社に事前協議、定期的な経営情報 

の報告を求め、効率的な経営に必要な支援・指導を通して、グループ全体が相互に 

密接に連携し、総合的に事業の展開を図る。 

(２)当社の業務監査部は、当社グループにおける内部監査を実施し、当社グループの業 

務全般にわたる内部統制の有効性と妥当性を確保する。 

   

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に 

関する事項ならびに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項および監査役の使 

用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

(１)当社は、監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助すべき使用人を置くことと

し、その使用人は、優先して監査役の指示に従って、監査役の職務の補助を行う。 
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(２)前項の使用人の任命、異動、評価、懲戒処分は監査役会の意見を尊重して行い、当 

該使用人の取締役からの独立を確保する。 

 

７．当社グループの取締役および使用人が監査役に報告をするための体制ならびに報告を 

した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた 

めの体制 

(１)監査役は、取締役会その他重要な会議へ出席し重要な報告を受ける。 

(２)監査役は、必要に応じて当社グループの取締役および使用人に対し報告を求めるこ 

とができる。 

(３)当社グループの取締役および使用人は、業務または業績に影響を与える重要な事項 

について、都度監査役に報告する。 

(４)当社は、監査役へ報告をした当社グループの取締役および使用人に対し、報告をし 

たことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。 

 

８．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは債務の処理に係る方針に関す 

  る事項 

(１)当社は、監査役がその職務の執行について、費用の前払い等の請求をしたときは、 

速やかに当該請求に係る費用または債務を処理する。 

 

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 (１)監査役は、会計監査人、業務監査部、当社子会社の監査役との連絡を密にし、当社 

グループにおける経営活動の全般にわたり、合法性と合理性の観点から、監査の実 

効性を確保する。 

 

以 上 

 


